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１．測量業務標準歩掛 

 

１）測量業務標準作業 

１．踏査選点・線形決定 

始点・終点は監督員が指示する。監督員と協議し決定した線形について、曲線要素、条件とすべ

き点を勘案し、線形決定を行うものとする。 

２．ＩＰ設置測量 

ＩＰの設置に当たっては、監督員の承認を得るものとする。 

杭打が不可能な所では、固定物の近くに打鋲又はペンキ等を塗布して示すことが出来るが、この

場合固定物の近くに杭を打ち、名称等を記す。 

３．中心線測量 

中心杭の間隔は原則として３０ｍに設置し、地形の変化点等にはプラス杭を設置する。 

杭打が不可能な所では、固定物に打鋲又は、ペンキ等を塗布して示すことができる。この場合に

は固定物の近くに杭を打ち、名称等を記す。 

４．仮ＢＭ設置測量 

仮ＢＭの設置測量は監督員の指示による。（３級程度） 

５．縦断測量 

精度は、３級水準測量に準ずる。中心杭全て往復測量とすること。構造物設計に必要な高さは個

々に測量をすること。縮尺は縦Ｓ＝１／１００ 横Ｓ＝１／５００を標準とする。 

６．横断測量 

測量最低幅は１０ｍとする。縮尺は１／５０とする。測量地点は地形変化の生じた箇所について

測量する。（測点間隔３０ｍ） 

 

（用地補償を伴わない場合や既存資料がある場合など、ケースに応じて適宜必要な作業の選定を行

い必要最低限の作業を計上とするものとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２）測量業務標準歩掛 

原則として土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）を準用するものとし、 変化率を乗じて使用

するものとする。 

工  種  単位 主技 技師 技師補 助手 普作 備考 

踏査・選点 

線形決定 

外 

内 
1.0km  

1.6 

 

1.4 

 
   

ＩＰ設置測量 
外 

内 
1.0km  

1.4 

1.2 

1.4 

1.0 

1.0 

 
  

中心線測量 
外 

内 
1.0km  

2.5 

1.8 

2.8 

1.8 

2.2 

 
  

縦断測量 
外 

内 
1.0km  

1.6 

1.3 

1.8 

1.1 

1.4 

0.5 
  

横断測量 
外 

内 
1.0km  

6.4 

3.9 

7.2 

3.4 

5.3 

1.5 
  

・材料費・機械経費については、土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）に準ずる。 

・別途、仮ＢＭ設置測量を計上し、その歩掛は土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）を準用す

るものとする。 

・路線測量作業の変化率は下表（表－１）変化率適用表に示す各測量別の該当変化率を適用する。 

・作業量の増減については、標準作業量に対する比例計算による。 

 

（表－１）変化率適用表 

       種類 

 

区分 

①地形 

 

(表－２) 

②測点間隔 

 

(表－３) 

③測点幅・

測点間隔 

(表－４) 

④交通量 

 

(表－５) 

⑤曲線数 

 

(表－６) 

変化率適用方法 

踏査・選点 

線形決定 
○   ○  (1+①+④)×⑥ 

ＩＰ設置測量 ○   ○ ○ (1+①+④+⑤)×⑥ 

中心線測量 ○ ○  ○ ○ 
(1+①+②+④+⑤)

×⑥ 

仮BM設置測量 水準測量を適用する （表－８） 

縦断測量 ○  ○ 
 

 
(1+①+④)×⑥ 

横断測量 ○  ○ ○ ○ 
(1+①+③+④+ 

⑤)×⑥ 

  ⑥は（表－７）による補正による 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（表－２）地形による変化率（①） 

本歩掛は、耕地、平地における歩掛であり、これと異なる場合は次の変化率による。 

       地 形 

 

地 物 
平  地 丘 陵 地 低 山 地 高 山 地 

大市街地 +1.0    

市街地甲 +0.4    

市街地乙 +0.3 +0.5   

都市近郊 +0.2 +0.3   

耕  地  0.0 +0.1 +0.2  

原  野 +0.2 +0.3 +0.4 +0.5 

森  林 +0.3 +0.4 +0.6 +0.7 

 

（表－３）中心線測量の測点間隔による変化率（②） 

中心線測量における中心杭の間隔は、20ｍ（プラス杭、役杭を含む）を標準としており、これと異

なる場合は次表の変化率による。 

測点間隔 10ｍ 20ｍ 25ｍ 30ｍ  50ｍ 

変化率 +0.3 0.0 -0.1 -0.2 -0.3 

 

（表－４）横断測量の測量幅及び測点間隔による変化率（③） 

横断測量の測量幅は、全幅50ｍ（中心線より左右25ｍを標準としており、これと異なる場合は次表

の変化率による。 

               

     幅 

間 隔 

10ｍ未満 
10ｍ～ 

45ｍ未満 

45ｍ～ 

75ｍ未満 

75ｍ～ 

95ｍ未満 

95ｍ～ 

105ｍ未満 

 10ｍ  +0.6 +0.8 +1.0 +1.1 

 20ｍ  -0.1  0.0 +0.2 +0.2 

 25ｍ  -0.1  0.0 +0.1 +0.2 

 30ｍ -0.5 -0.2 -0.1  0.0 +0.1 

 50ｍ  -0.4 -0.3 -0.2 -0.2 

 

（表－５）現道上交通量による変化率（④） 

本歩掛は、道路以外の地域又は道路上であっても、交通量が1,000台／12時間の場合を標準としてお

り、これと異なる場合は、次表の変化率による。 

なお、現場条件の異なる地域が混在する場合の変化率は、各路線長の加重平均値（小数点３位四捨

五入、小数点２位止め）による。 

現場条件 変化率 影響の度合 

交

通

量 

3,000台以上／12時間 +0.2 かなり影響をうける 

1,000～3,000台未満／12時間 +0.1 ある程度影響をうける 

1,000台未満／12時間  0.0  

 

（表－６）曲線数による変化率（⑤） 

本歩掛は、クロソイド曲線設置（Ａ１＋Ｒ＋Ａ２）１ケ所を標準としており、これと異なる場合は

次表の変化率による。 

変化率の適用に当たり、単曲線に換算（クロソイド曲線１ヶ所をもって単曲線２ヶ所）し、１km当

たりの換算曲線数とする。 

単曲線換算曲線数 0 1 2 3 4 5 6 7 8 

変化率 -0.1 -0.1  0.0  0.0 +0.1 +0.1 +0.2 +0.2 +0.3 



 

 

（表－７）作業条件による補正（⑥） 

作業条件 補正係数 

ほ場整備済み 0.9 

未ほ場整備 1.0 

 

仮ＢＭ設置測量の変化率は下表による。 

（表－８）水準測量作業の変化率 

水準測量作業の変化率は、地域による変化率を適用する。 

作業量の増減については、標準作業量に対する比例計算による。 

地域 

地  域  差  に  よ  る  変  化  率 

変      化      率 

道  路  上 道  路  外 

平地 丘陵地 低山地 高山地 平地 丘陵地 低山地 高山地 

大市街地  0.0        

市街地甲  0.0        

市街地乙  0.0 +0.1 +0.2      

都市近郊 -0.1  0.0 +0.1  +0.2    

耕    地 -0.1  0.0 +0.1  +0.1 +0.2   

原    野 +0.3 +0.4 +0.5   +0.6 +0.7  

森    林   +0.6 +0.7   +0.8 +0.9 

注  (1)（道路上）は１～４級水準測量、（道路外）は３、４級水準測量に適用する。 

(2)道路上及び道路外の区分は主として水準路線が既設の道路沿いにあるかそうでないかによっ

て決定する。 

 



２．小水路及び支線農道舗装設計業務歩掛 

 

１）小水路設計業務標準作業内容 

１．現地調査 

地元関係者から聴き取り、既設利用施設・取り壊し構造物・原形復旧構造物・地下埋設物・横断

構造物の際に発生する旧体断面調査を行う。 

２．資料の検討 

設計の資料収集、貸与資料の内容を把握する。基本設計ならびに計画書を参考として検討する。 

３．基本条件の検討 

用排水路系統図の再確認（受益面積・用水路）貸与資料の内容の把握を行う。 

４．水路タイプ及び断面形状 

水路タイプ及び実施断面の詳細を決定する。 

三方コンクリート（２タイプ程度）、二次製品（２タイプ程度）比較する。 

５．水理計算 

実施断面毎に水理計算を行う。 

６．構造計算 

水路および水路付帯構造物の構造計算を行う。 

７．構造図作成 

構造一般図並びに構造配筋図・鉄筋加工図・その他詳細図を作成する。 

８．平面縦断図作成 

平面縦断図に各種構造物のならび施工位置（測点等）の旗上げ、標準断面の標示を行う。 

９．土工図作成 

路線調書若しくは平面図を参照し、平均的な場所で土工図作成し、土工量の集計を行う。 

10．数量計算 

タイプ別のコンクリート、付帯工材料、仮設工材料等の詳細数量計算を行う。 

11．点検とりまとめ 

上記項目について行った結果を報告書にするが、内容、図面等の点検を行い、誤りがないまでに

仕上げること。 

 

２）小水路（０．５ｍ３／ｓ以下）設計業務標準歩掛 

（１）本線水路工設計 

（表－１） 

工  種 単位 主技 技Ａ 技Ｂ 技Ｃ 技術員  補正 

現地調査 1.0km 0.36 0.36 0.36    Ａ 

資料の検討 1.0km  0.27     Ｂ 

基本条件の検討 1.0km 0.27      Ａ 

水路タイプ及び断面形状 1.0km 0.23 0.36     Ｃ 

水理計算 1.0km  0.45 0.95    Ａ 

構造計算 1.0km  0.72 0.72 1.08   Ａ 

構造図作成 1.0km 0.36 0.77 1.13  1.35  Ｄ 

平面縦断図作成 1.0km  1.35 1.85 0.95 0.90  Ｅ 

土工図作成 1.0km   0.27 1.13 2.48  Ｆ 

数量計算 1.0km   0.32 1.58 1.94  Ａ 

照査 1.0km 0.81      － 

点検取りまとめ 1.0km 0.27 0.27  0.54 0.59  Ｂ 

 

 

 

 



＜距離補正＞ 

・路線延長が1.0km未満の場合（個々の路線毎） 

ｎ＝設計対象延長（ｍ）／1,000ｍ 

（ｎは小数点以下第２位四捨五入、１位止めとする） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×ｎで計上する。 

・同一路線が1.0km以上の場合下記の補正を行うことができる。（個々の路線毎） 

ｎ＝設計対象延長（ｍ）／1,000ｍ 

（ｎは小数点以下第２位四捨五入、１位止めとする） 

補正がない場合 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×ｎで計上する。 

補正がＡの場合（Ａ＝0.5ｎ＋0.5） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×Ａで計上する。 

補正がＢの場合（Ｂ＝0.1ｎ＋0.9） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×Ｂで計上する。 

補正がＣの場合（Ｃ＝0.4ｎ＋0.6） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×Ｃで計上する。 

補正がＤの場合（Ｄ＝0.7ｎ＋0.3） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×Ｄで計上する。 

補正がＥの場合（Ｅ＝0.9ｎ＋0.1） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×Ｅで計上する。 

補正がＦの場合（Ｆ＝0.8ｎ＋0.2） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－１）×Ｆで計上する。 

＜難易度補正＞ 

 ・設計の難易度に応じて、次表のとおり補正を行う。 

       (表－２) 

設計内容 補正率 

普通の技術力を要するもの 1.00 

構造が複雑なもの 

附帯施設が多いもの 
1.08 

 

（２）付帯構造物設計 

・県市町村道横断工がある場合、土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）のほ場整備工・実

施設計歩掛の下表を参考に別途積み上げる。 

（県町村道横断工） 

（表－３） 

工  種 単位 主技 技Ａ 技Ｂ 技Ｃ 技術員  

設計図作成 1.0ヶ所   1.1 1.1 2.9  

数量計算 1.0ヶ所    2.0 1.1  

この歩掛は、構造計算を伴うもので、配筋図、仮設図、協議用図面を含んでいる。なお、簡易

な構造物の場合や農道等の横断の場合は、適宜、作業時に応じ計上するものとする。 

 

＜ケ所数の補正＞ 

・歩掛基準が１ケ所当たりで表示してある作業項目については、ケ所数に応じて下記補正率算定

式により補正を行う。 

ｎ＝ケ所数      補正率算定式＝0.6（ｎ－１）＋1.0 

・既製品使用する場合0.9掛をする。 

また、水路本線以外に付帯構造物がある場合は、土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）

に基づき、適宜、別途計上するものとする。 

 



３）支線農道舗装設計標準作業内容 

１．現地調査 

地形図にルートを図示し、始点・終点や横断暗渠・既設埋設管等を調査する。 

２．線形計画（平面計画） 

実測平面図上に、営農車の走行に適した平面線形を決定する。 

３．線形計画（縦横断計画） 

平面図ピッチ測点により、走行性を勘案し、切盛バランス・隣接用排水路とのバランスを考慮し

ながら、縦横断計画を行う。 

４．構造物計画 

現地条件を考慮し、構造物の形式を概定する。 

５．土工計画設計（縦平面図作成） 

1/500で縦平面図、平面図を同一紙面図に作成する。 

６．横断面設計図作成 

1/100実測横断面図により、横断面設計図を作成する。 

７．舗装計画・設計図作成 

詳細土質試験データにより、施工性・経済性等を考慮し、舗装厚等の選定も行う。設計ＣＢＲ計

算し、舗装厚を決定する。また、置換工法についても検討する。 

８．付帯構造物設計図作成 

工事発注の為の構造計算等、詳細設計を行い、設計図面を作成する。 

９．点検とりまとめ 

設計計算書図面等の点検、とりまとめ（報告書作成を含む） 

（工事数量計算を含む） 

 

４）支線農道舗装設計標準歩掛 

（１）農道舗装設計標準歩掛 

（表－４） 

工  種 単位 技長 主技 技Ａ 技Ｂ 技Ｃ 技術員  補正 

現地調査 1.0km 0.15 0.42 0.33 0.30 
 

 

 

 
 Ａ 

線形計画・設計（平面計画） 1.0km 0.15 0.30 0.30 0.30 
 

 

 

 
 Ｅ 

線形計画・設計（縦横断計画） 1.0km  0.24 0.42 0.96 
 

 

 

 
 Ｄ 

線形計画・設計（構造物計画） 1.0km  0.33 0.39 0.54 
 

 

 

 
 Ｄ 

土工計画設計（縦平面図作成） 1.0km 
 

 
0.18 0.18 0.39 0.42 1.74  Ｆ 

土工計画設計 

（横断面設計図作成） 
1.0km  0.42 0.42 1.26 1.26 5.37  Ｇ 

舗装計画・設計図作成 1.0km 
 

 
0.18 0.33 0.60 0.66 0.78  Ｂ 

（付帯構造物設計図） 1.0km 
 

 
0.24 0.24 0.72 0.72 3.21  Ｄ 

照査 1.0km  0.54     
 

 
－ 

点検取りまとめ 1.0km 0.06 0.24 0.51 0.69 0.54  
 

 
Ｃ 

 

 

 

 



 

＜距離補正＞ 

・同一路線延長が1.0km未満の場合（個々の路線毎） 

ｎ＝設計対象延長（ｍ）／1,000ｍ 

（ｎは小数点以下第２位四捨五入、１位止めとする） 

設計延長歩掛＝１km当たり歩掛（表－１）×ｎで計上する。 

 

・同一路線が1.0km以上の場合下記の補正を行うことができる。（個々の路線毎） 

ｎ＝設計対象延長（ｍ）／1,000ｍ 

（ｎは小数点以下第２位四捨五入、１位止めとする） 

補正がない場合 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×ｎで計上する。 

補正がＡの場合（Ａ＝0.5ｎ＋0.5） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×Ａで計上する。 

補正がＢの場合（Ｂ＝0.2ｎ＋0.8） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×Ｂで計上する。 

補正がＣの場合（Ｃ＝0.1ｎ＋0.9） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×Ｃで計上する。 

補正がＤの場合（Ｄ＝0.7ｎ＋0.3） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×Ｄで計上する。 

補正がＥの場合（Ｅ＝0.4ｎ＋0.6） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×Ｅで計上する。 

補正がＦの場合（Ｆ＝0.6ｎ＋0.4） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×Ｆで計上する。 

補正がＧの場合（Ｇ＝0.9ｎ＋0.1） 

設計延長歩掛＝１km当歩掛（表－３）×Ｇで計上する。 

 

＜難易度補正＞ 

 ・設計の難易度に応じて、次表のとおり補正を行う。 

       (表－５) 

設計内容 補正率 

普通の技術力を要するもの 1.00 

構造が複雑なもの 

附帯施設が多いもの 
1.08 

 

（２）付帯工設計 

道路本線以外に付帯構造物がある場合は、土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）に基づ

き、適宜、別途計上するものとする。 

 

 


